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図G 暗数調査結果と認知件数の推移 図H
（自動車盗）
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図K 暗数調査結果と認知件数の推移 図L 暗数調査結果と認知件数の推移
（不法侵入） （強盗等）
に恐喝とひったくりを含めていないので この年のデータは比較対象と
しない。以下本文中では「強盗等」は「強盗」と表記する。）。
これらの図から，複数の犯罪類型において， 12年や16年の認知件数が，
犯罪実態とは異なる理由で多くなっていることがわかる。たとえば16年
に注目すると，強盗では認知件数指数が620なのに対して暗数調査指数
は131である。不法侵入では前者が354，後者が128だ。理由のひとつは
被害申告率の違いにあると想定されるため，それを参照したところ，強
盗も不法侵入も16年より31年のほうが申告率はむしろ高くなっていた。
つまり，少なくともこれら2つの犯罪類型についていえば，認知件数が
実態よりも多くなったことを，被害を申告する人が増えたという理由か
ら説明することはできないと思われる。紙幅の都合で，これ以上の言及
はできないが，暗数調査の結果は，公式統計の解釈にとって重要な手掛
かりとなることを，ここでは強調しておきたい。
5 まとめにかえて
以上，平成年間の犯罪・非行情勢と刑事政策の変遷に関するデータ
ブックともいえる本白書のなかから，筆者の関心にしたがっていくつか
のトピックを抜き出して，示されている主なデータを紹介するととも
に，考えられる別種のデータ提示方法や活用法について述べてきた。エ
ビデンスに基づく政策遂行の重要性への認知が高まった今日においても
なお，犯罪・非行に関しては，エピデンスなき言説が生産され流通され
続けているのが現状であり，その意味において，犯罪・非行に関わる各
官公庁の統計に基づいて，その中核となる部分を抽出しそれらを有機
的・体系的に整理して，わかりやすく国民に示すという役割を担ってき
た犯罪白書の意義は，今後ますます大きくなるに違いない。
昭和35年の創刊から数えて，今年度刊行の本白書は，ちょうど60巻日
である。これまでの基本的なスタイルを継承していくことが重要なの
は，論を待たないが，そのうえで今後は，既存データのイノベイテイブ
な活用方法の提案など，新しい挑戦にこれまで以上に踏み込んでいくこ
とを期待したい。
（京都大学大学院教育学研究科准教授）
